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研究成果の概要（和文）：本研究は、政治体制の転換を経験したインドネシアの企業グループの変化と連続性、一貫し
た存続メカニズムを探ることを目的とした。主な成果は二点である。第一に、企業家の顔ぶれには連続性が、事業には
非連続性が認められた。2010年代の100大企業グループの8割以上が既存の顔ぶれだった。だが、傘下事業は大きく再編
され、重工業から農園・鉱業・サービス業へと軸足がシフトした。
　第二に、企業グループは所有経営主をコアとし、ネットワークによって外部から資源を調達することで成長してきた
と考えられる。この「コア＆ネットワーク仮説」によって、変動の激しい環境条件に柔軟に適応する新興国型ビジネス
モデルを提示できる。

研究成果の概要（英文）：This research aims to explore a development mechanism of Indonesian business 
groups that survived institutional transformation from authoritarianism to democracy. Major findings are 
as follows. First, I found continuity in faces and discontinuity in businesses. In the top 100 groups in 
the 2010s, more than 80 percent was old faces who survived the system change. However, they greatly 
restructured their businesses, shifting from heavy manufacturing to plantations, mining and services.
 Second, I drew a hypothesis that Indonesian business groups developed and survived with having 
owner-managers as a core, and using networks for procuring resources. I called this a “core & network 
hypothesis”. Business groups can derive their profit from simultaneous multiple utilization of the core 
resource, and from networks that save costs in mobilizing external resources. The hypothesis can present 
a business model of emerging country corporations that flexibly adapt to ever-changing environment.

研究分野：地域研究
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１． 研究開始当初の背景 
(1) インドネシア研究の文脈においては、本
研究は、アジア通貨危機と開発体制の崩壊に
よってインドネシアが経験した大がかりな
政治経済変動に対するミクロ的観察の一環
を成す。経済の混乱と停滞は政治制度の民主
化以上に長びいたため、10年以上にもわたっ
て地場民間大資本の所有再編の実態は混沌
に包まれていた。この間の大資本の再編を通
じて企業グループの何が変わり何が変わっ
ていないのかという事実関係をつまびらか
にすること、そしてそれを政治経済変動の全
体像のなかに位置づけることは、インドネシ
ア研究のなかの欠落点を補う意味をもつ。 
 
(2) また、企業グループ研究の文脈において
は、従来の一国における歴史記述的研究や事
例研究に加えて、2000 年代には多国間比較
研究（星野編2002、2004、星野・末廣編2006）、
数量的比較研究（Khanna and Rivkin 2001, 
Khanna and Yafeh 2005, 2007）が急速に進
んだ。そうした議論の深まりのなかにあって、
インドネシアについては開発体制崩壊前の
時点で時が止まっており、レントシーキング
の典型例という位置づけがなされたままか、
あるいは、分析対象の外に置かれていた。本
研究は、ポスト開発体制におけるインドネシ
ア企業グループの変化にも視野を広げるこ
とによって、新興国の企業グループ研究に新
たな貢献がなせるものと期待される。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、インドネシアの主要
な経済プレイヤーの一つである企業グル
ープが、権威主義から民主主義への政治
体制の転換を越えてどのように再編され、
いかなる変化と連続性をみせているかを
検証し、企業グループの存続メカニズム
を明らかにすることにある。 
 
具体的には、国家統治制度の転換が、
企業と国家との関係性、企業グループの
行動にどのような変化をもたらしたかに
注目する。同時に、企業グループの所有
経営形態、所有経営主や組織に内部化さ
れた経営資源に連続性がみられるかどう
かを検証する。これらの点を、所有経営
主の属性を考慮しながら分析する。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、①企業グループに関する定量的
なデータ収集・整備・解析、②企業グループ

に関する定性的な情報データ収集・分析、③
国家統治制度および経済制度にかかわる情
報データの収集・分析、④以上を組み合わせ
た統合的な実証分析枠組みの構築、という 4
つの作業から成り立っている。 
 
①～③は、インドネシアにおける情報デー
タの収集作業が基本になる。①については、
現地の調査機関の協力を得て、複数のソース
を用いて情報データを収集しデータベース
を整備した。②については、主な企業グルー
プの所有主や経営者に対してインタビュー
調査を実施した。 
 
４．研究成果 
 本研究は、政治体制の転換を越えたインド
ネシアの企業グループの変化と連続性を明
らかにしようとするものであったが、それは
別言すれば、約 50 年にわたるインドネシア
企業グループの生成・発展・再編・復活の過
程から一つの一貫したロジックを導きだそ
うとする作業でもあった。主な研究成果は次
の二つである。 
 
 第一に、企業家の顔ぶれには連続性が、
事業には非連続性が認められた。2010年代
の 100大企業グループの 8割以上が、1990
年代末の体制転換と経済危機を生き延びた
既存の企業グループであることが判明した。
2000 年代にまったく新しく成長してきた
ものは少数派にすぎなかった。しかし、既
存のグループであっても傘下事業は大きく
再編され、重工業から農園業・鉱業・新興
サービス業へと軸足がシフトしていた。 
 
 第二に、企業グループは所有経営主を中
心点（コア）とし、ネットワークを用いて
その時々に必要な外部資源を調達すること
によって成長してきたと考えられる。これ
を私は「コア＆ネットワーク仮説」と呼ぶ
ことにした。 
 
これまでの研究では、企業グループは、
政府から得られるレントを利益の源泉とし
て市場独占力を強化するか（レントシーキ
ング仮説）、あるいは、グループの内部市場
を利益の源泉として不完全な外部市場・制
度を補う効率性を生み出すか（市場代替仮
説）、いずれかの形態として捉えられてきた
（Khanna and Yafeh 2007）。 

 
これに対して「コア＆ネットワーク仮説」



では、所有経営主のもつ企業家能力という
コア資源が同時多重的に利用できること、
ネットワークによって外部にある資源を動
員することで資源調達コストを節減できる
ことが、企業グループの利益の源泉である
と捉える。この仮説によって、変動の大き
い環境条件に柔軟に適応しようとする新興
国企業のビジネスモデルを提示することが
できると考えられる。 
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